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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第11期
第２四半期連

結
累計期間

第12期
第２四半期連

結
累計期間

第11期
第２四半期連

結
会計期間

第12期
第２四半期連

結
会計期間

第11期

会計期間

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成22年
　　６月30日

売上高 (千円) 691,202814,049348,665435,4951,406,696

経常利益 (千円) 9,895 78,134 5,295 41,420 77,279

四半期（当期）純利益 (千円) 4,446 29,555 1,446 19,282 38,419

純資産額 (千円) ― ― 1,811,1801,872,5931,847,545

総資産額 (千円) ― ― 1,952,6762,112,6542,053,647

１株当たり純資産額 (円) ― ― 20,936.2221,621.6121,353.14

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

(円) 51.80 343.89 16.85 224.36 447.41

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 51.40 341.77 16.73 223.01 444.00

自己資本比率 (％) ― ― 92.1 88.0 89.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 164,646142,340 ― ― 403,978

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △185,313△93,119 ― ― △221,353

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,600 ― ― ― 2,800

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 987,4201,229,7871,191,620

従業員数 (人) ― ― 89 91 90

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等を含んでおりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 　91(20)

(注)　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含む。)であり、臨時雇用者数(契約社員、アルバイト、派遣社員等を含む。)は、当第２四半期連結会計期間の平均人

員を(　)外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 　90(20)

(注)　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数(契

約社員、アルバイト、派遣社員等を含む。)は、当第２四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

 3/33



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産に該当する事項がないため記載を省略しております。

　
(2) 受注実績

当社グループは、受注から納品までが短期間のため記載を省略しております。

　

(3) 販売実績
　

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

前年同四半期比(％)

ポータル事業(千円) 202,787 148.3

ソリューション事業(千円) 232,708 109.8

合計(千円) 435,495 124.9

（注）１. 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。同基準の適用にあたり、従前の事業の種類別セグメント区分を

報告セグメントとし、前年同期比較を行っております。

      ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

①　全般的概況

  当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界経済の改善や各種の政策効果などを背景に、
景気の持ち直しが期待されるものの、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、景気
がさらに下押しされるリスクが存在しております。
　インターネット関連業界におきましては、日本のインターネット利用者数は平成22年6月末で9,914万人
（※1）と増加を続けており、当社の日本初、最大級のQ&Aサイト「OKWave」も、引き続き利用者を拡大し
ております。また2013年度にはソーシャルメディア(SNS、ブログ、Q&Aサイト、動画・画像共有サイト、クチ
コミサービス)市場は、広告収入および課金収入を合わせ、3,963億円に達すると予測されています。（※
2）
　また、インターネットビジネス市場では、ネットワークを介してソフトウェア等を利用するクラウドコ
ンピューティングが注目を集めており、その市場規模は平成22年以降急速に拡大し、平成24年には4,106
億円、平成27年には7,438億円に達すると予測されています（※3）。　
　このような環境のもと、ポータル事業における広告収益の増加並びに新規事業の収益計上が寄与した結
果、当第２四半期連結会計期間の業績は、次のとおりとなりました。
 

　
当第２四半期連結会
計期間(千円)

前年同四半期比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 435,495 86,830 24.9

　営業利益 40,398 38,113 1,668.0

　経常利益 41,420 36,124 682.2

　四半期純利益 19,282 17,835 1,232.9

　　　　（※1）出典「Internet World Stats」（Miniwatts Marketing Group）
　　　　（※2）出典「ソーシャルメディアの市場展望と事業戦略 2010年度版」（ミック経済研究所）
　　　　（※3）出典「クラウドコンピューティング市場に関する調査結果2009」（矢野経済研究所）
 

②　事業別の概況

     (注)第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17
号 平成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。同基準の適用にあたり、従前の事
業の種類別セグメント区分を報告セグメントとし、前年同期比較を行っております。
　

　ポータル事業におきましては、ソーシャルメディア市場で、Q&Aサイト「OKWave」のデータベースの貸し
出し及び広告販売を行っております。
　当第２四半期連結会計期間(平成22年10月１日～平成22年12月31日）では、地域別カテゴリーの新設や
マイページの改修、「OKWave」のIE９対応といった機能拡充に取り組んだほか、新規事業としてモバイル
有料課金サイトの多様化や新ソーシャルメディアの確立に注力してまいりました。
　以上の結果、Q&Aサイト「OKWave」並びにパートナーサイトの広告収益の増加に加えて、新規事業の収益
計上の影響により、ポータル事業の業績は、次のとおりとなりました。
 

　
当第２四半期連結会
計期間(千円)

前年同四半期比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 202,787 66,010 48.3

　営業利益 12,246 20,883 ―
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ソリューション事業におきましては、FAQ(よくある質問と回答)作成管理ソフトウェアをSaaSまたはASP
として、様々な企業ホームページ上へ向けて期間貸しをするビジネスモデルを中心に展開しております。
　当第２四半期連結会計期間(平成22年10月１日～平成22年12月31日) では、FAQソリューションシステム
「OKBiz」の機能を一部カスタマイズすることで、大手企業における企業内情報共有化ツールとしての活用
を支援するサービスを提供開始したほか、業務効率化の成功事例に基づいた各業界別のFAQ(よくある質問
とその回答)構築・運用のための「FAQマネジメント・テンプレート」を27業種向けに提供開始いたしまし
た。
　以上の結果、金融業界への導入のほか、メーカーやメディア業界への導入も進んだことに加え、受注単価の
向上により、ソリューション事業の業績は、次のとおりとなりました。
 

　
当第２四半期連結会
計期間(千円)

前年同四半期比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 232,708 20,820 9.8

　営業利益 127,653 29,404 29.9

　　　　

(2) 財政状態の分析

(ア)資産 
　当第２四半期連結会計期間末における資産残高は、主に売掛金の増加により2,112,654千円（前連結会
計年度末比59,006千円増加）となりました。 
(イ)負債 
　当第２四半期連結会計期間末における負債残高は、主に未払法人税等の増加により240,060千円（前連
結会計年度末比33,958千円増加）となりました。 
(ウ)純資産 
　当第２四半期連結会計期間末における純資産は、主に利益剰余金の増加により1,872,593千円（前連結
会計年度末比25,047千円増加）となりました。 

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期連結
会計期間末と比べ88,807千円増加し、1,229,787千円となりました。また、各キャッシュ・フローの状況は
次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に減価償却費の増加に
より、121,263千円の収入となりました。（前年同期は68,957千円の収入）

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主にソフトウェア開発の
ための支出により、27,610千円の支出となりました。（前年同期は70,400千円の支出）

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、ありませんでした。（前年
同期は1,000千円の収入）

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた事項はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は12,800千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,200

計 193,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 85,945 85,945
名古屋証券取引所
(セントレックス)

（注）２

計 85,945 85,945 ― ―

(注)１．「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

(注)２．完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。なお、単元株制度の

採用はありません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストックオプション)に関する事項

は次のとおりであります。

(平成16年６月24日　臨時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
980
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
980
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 20,000

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成26年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　20,000
資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

　
調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切

上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役および従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合は

この限りでない。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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(平成16年６月24日　臨時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 60

新株予約権の行使時の払込金額(円) 20,000

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日から
平成26年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　20,000
資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

３．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

(2) 新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期について、当社取締役会の承

認を要するものとする。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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(平成17年４月11日　臨時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
40
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
40
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 20,000

新株予約権の行使期間
平成19年５月１日から
平成27年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　20,000
資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役および従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合は

この限りでない。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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(平成17年９月27日　定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
70
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
70
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 20,000

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日から
平成27年８月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　20,000
資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

　
調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役および従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合は

この限りでない。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。

　

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

12/33



　

(平成17年９月27日　定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
200
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
200
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 20,000

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日から
平成27年８月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　20,000
資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

　
調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

(2) 新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期について、当社取締役会の承

認を要するものとする。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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②　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事

項は次のとおりであります。

　

(平成18年９月23日　定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
140
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
140
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 71,453

新株予約権の行使期間
平成20年10月１日から
平成25年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　71,453
資本組入額　35,727

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行（新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上

げる。

　
調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

(2) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役、監査役若しくは従業員のいずれ

かの地位を保有していること、又は当社と顧問契約を締結していることを要する。ただし、当社取締役会に

おいて承認を得た場合はこの限りではない。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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(平成20年９月27日　定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個)
30
(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
30
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 52,091

新株予約権の行使期間
平成22年10月１日から
平成25年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　52,091
資本組入額　26,046

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利喪失した者に係る新株予

約権の目的となる株式の数を減じた数であります。

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行（新株予約権の行使の場合および平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）また

は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り

上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

　 　 1株当たり時価
　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４．主な行使条件は以下のようになっております。

(1) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

(2) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社、当社子会社若しくは当社関連会社の取締

役、監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していること、又は当社と顧問契約を締結していること

を要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

(3) その他の権利行使の条件は、本件新株予約権発行の株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受ける者の間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるものとする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 85,945 ― 966,121 ― 935,921

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

兼元　謙任 東京都町田市 20,876 24.29

楽天株式会社 東京都品川区東品川4丁目12-3 15,950 18.56

MICROSOFT CORPORATIONOne Microsoft Way Redmond, WA 980529,000 10.47

株式会社インプレスホールディ
ングス

東京都千代田区三番町20 7,050 8.20

株式会社サードウェーブ
東京都千代田区外神田2丁目14-10　　　　　第二
電波ビル

4,000 4.65

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1番1号 2,243 2.61

株式会社ブイ・シー・エヌ 東京都渋谷区恵比寿西1丁目8-1 2,220 2.58

福田　道夫 東京都目黒区 2,215 2.58

株式会社オープンドア 東京都港区赤坂6丁目4-2 2,000 2.33

佐野　力 東京都世田谷区 1,626 1.89

計 ― 67,180 78.17

(注)  兼元謙任氏及び福田道夫氏の所有株式数は、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式数を記

載しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　　　 85,945 85,945 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 85,945 ― ―

総株主の議決権 ― 85,945 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年　7
月

　　　　　8月 　　　　　9月
10月 11月 12月

最高(円) 38,00035,00036,45036,90033,00043,400

最低(円) 34,20030,30030,05028,60028,81031,800

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年７月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年７月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 929,787 791,620

売掛金 226,665 181,577

有価証券 300,000 400,000

その他 39,645 51,543

貸倒引当金 △6,208 △405

流動資産合計 1,489,890 1,424,336

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 29,775 23,816

減価償却累計額 △13,458 △11,572

建物及び構築物（純額） 16,316 12,243

工具、器具及び備品 336,058 339,070

減価償却累計額 △253,221 △241,264

工具、器具及び備品（純額） 82,836 97,805

有形固定資産合計 99,153 110,049

無形固定資産

ソフトウエア 207,640 175,456

ソフトウエア仮勘定 20,861 86,495

その他 11,749 10,114

無形固定資産合計 240,250 272,066

投資その他の資産

投資有価証券 120,129 106,707

その他 204,117 180,078

貸倒引当金 △40,887 △39,590

投資その他の資産合計 283,360 247,195

固定資産合計 622,764 629,311

資産合計 2,112,654 2,053,647

負債の部

流動負債

買掛金 33,348 26,810

未払金及び未払費用 95,741 73,460

未払法人税等 54,101 60,241

その他 40,388 45,589

流動負債合計 223,580 206,102

固定負債

資産除去債務 16,480 －

固定負債合計 16,480 －

負債合計 240,060 206,102
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 966,121 966,121

資本剰余金 935,921 935,921

利益剰余金 △32,854 △62,409

株主資本合計 1,869,188 1,839,633

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 △20

為替換算調整勘定 △10,909 △4,416

評価・換算差額等合計 △10,918 △4,437

新株予約権 3,545 4,190

少数株主持分 10,779 8,159

純資産合計 1,872,593 1,847,545

負債純資産合計 2,112,654 2,053,647
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成22年12月31日)

売上高 691,202 814,049

売上原価 363,904 374,316

売上総利益 327,297 439,733

販売費及び一般管理費 ※1
 318,224

※1
 361,319

営業利益 9,072 78,414

営業外収益

受取利息 2,040 1,561

持分法による投資利益 － 1,663

雑収入 1,747 1,056

営業外収益合計 3,787 4,282

営業外費用

為替差損 2,965 4,561

営業外費用合計 2,965 4,561

経常利益 9,895 78,134

特別利益

貸倒引当金戻入額 245 550

新株予約権戻入益 － 683

特別利益合計 245 1,233

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,478

固定資産除却損 1,553 6,526

特別損失合計 1,553 17,004

税金等調整前四半期純利益 8,587 62,363

法人税、住民税及び事業税 16,376 50,276

法人税等調整額 △12,585 △20,088

法人税等合計 3,790 30,188

少数株主損益調整前四半期純利益 － 32,174

少数株主利益 350 2,619

四半期純利益 4,446 29,555
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
 至 平成22年12月31日)

売上高 348,665 435,495

売上原価 183,191 201,099

売上総利益 165,473 234,396

販売費及び一般管理費 ※1
 163,188

※1
 193,997

営業利益 2,285 40,398

営業外収益

受取利息 802 671

持分法による投資利益 － 920

為替差益 1,166 －

雑収入 1,041 971

営業外収益合計 3,010 2,564

営業外費用

為替差損 － 1,542

営業外費用合計 － 1,542

経常利益 5,295 41,420

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 300

新株予約権戻入益 － 76

特別利益合計 － 376

特別損失

固定資産除却損 1,553 6,526

特別損失合計 1,553 6,526

税金等調整前四半期純利益 3,742 35,270

法人税、住民税及び事業税 15,758 28,211

法人税等調整額 △13,444 △13,760

法人税等合計 2,314 14,451

少数株主損益調整前四半期純利益 － 20,819

少数株主利益又は少数株主損失（△） △18 1,536

四半期純利益 1,446 19,282
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,587 62,363

減価償却費 125,840 131,224

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,085 5,259

受取利息及び受取配当金 △2,040 △1,561

為替差損益（△は益） 2,395 4,561

持分法による投資損益（△は益） － △1,663

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,478

固定資産除却損 1,553 6,508

売上債権の増減額（△は増加） 34,590 △45,087

仕入債務の増減額（△は減少） △9,110 6,538

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 6,859 17,395

その他 △12,115 △844

小計 155,475 195,171

利息及び配当金の受取額 2,040 1,690

法人税等の支払額 △2,372 △54,521

法人税等の還付額 9,502 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 164,646 142,340

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △30,570 △10,490

無形固定資産の取得による支出 △155,659 △73,706

投資有価証券の取得による支出 △17 △9,900

長期貸付金の回収による収入 2,386 2,088

その他 △1,451 △1,110

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,313 △93,119

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 1,600 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,600 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,249 △11,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △27,316 38,166

現金及び現金同等物の期首残高 1,014,737 1,191,620

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 987,420

※1
 1,229,787
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

１  会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれ

ぞれ787千円減少し、税金等調整前四半期純利益が11,266百万円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動

額は16,437千円であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
当第２四半期連結会計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与 128,283千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与 141,985千円

貸倒引当金繰入額 5,809千円
 

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与 64,892千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与 69,768千円

貸倒引当金繰入額 5,789千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 （千円）

現金及び預金勘定 787,420

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △100,000

取得日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券）

300,000

現金及び現金同等物 987,420
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 （千円）

現金及び預金勘定 929,787

取得日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券）

300,000

現金及び現金同等物 1,229,787
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 85,945株

　

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。
　

３．新株予約権等に関する事項

ストックオプションとしての新株予約権
新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　提出会社　　　3,545千円

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
ポータル事業
(千円)

ソリューション
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 136,777 211,888 348,665 ― 348,665

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 136,777 211,888 348,665 ― 348,665

営業利益又は営業損失(△) △8,636 98,249 89,612 (87,327) 2,285

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
ポータル事業
(千円)

ソリューション
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 282,415 408,787 691,202 ― 691,202

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 282,415 408,787 691,202 ― 691,202

営業利益又は営業損失（△） △6,571 181,978 175,407（166,334） 9,072

(注) １．事業区分の方法

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品・サービス
　

事業区分 主要製品・サービス

ポータル事業 連携サービス、広告サービス

ソリューション事業 OKWave Quick-A、OKWave ASK-OK、OKBiz

　

【所在地別セグメント情報】

　

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

　
　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　
【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)
　

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

　

(追加情報)

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
１  報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社はソーシャルメディア市場で、Q&Aサイト「OKWave」のデータベース貸し出し及び広告販売を行っ

ている「ポータル事業」とFAQ（よくある質問と回答）作成管理ソフトウェアを主に企業に対してSaaS

またはASP（期間貸し）で提供する「ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしております。

　
報告セグメント サービスの種類

ポータル事業 QA Partner、広告サービス

ソリューション事業 OKBiz、OKFAQ、OKWave ASK-OK
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額（注)２ポータル事業

ソリューション
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 378,408 435,641 814,049 ― 814,049

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 378,408 435,641 814,049 ― 814,049

セグメント利益 27,271 231,988 259,259△180,84578,414

　
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額　　(注)

１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２ポータル事業

ソリューション
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 202,787 232,708 435,495 ― 435,495

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 202,787 232,708 435,495 ― 435,495

セグメント利益 12,246 127,653 139,900△99,501 40,398

　(注) １．セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

　　　　　 に帰属しない管理部門等に係る費用であります。

　　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)
　

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年６月30日)

　

１株当たり純資産額 21,621.61円
　

　

１株当たり純資産額 21,353.14円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日）

前連結会計年度末
(平成22年６月30日）

純資産の部の合計額(千円) 1,872,593 1,847,545

純資産の部の合計額から控除する金額(千円） 14,324 12,350

　（うち新株予約権） (3,545) (4,190)

　（うち少数株主持分） (10,779) (8,159)

普通株式に係る純資産額（千円） 1,858,269 1,835,195

期末の普通株式の数（株） 85,945 85,945

　

２  １株当たり四半期純利益金額等
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 51.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 51.40円
　

１株当たり四半期純利益金額 343.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 341.77円
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益（千円） 4,446 29,555

普通株主に帰属しない金額(千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 4,446 29,555

期中平均株式数(株） 85,835 85,945

四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 673 532

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

会社法に基づく
新株予約権２種類
(新株予約権の数 250個)

会社法に基づく
新株予約権２種類
(新株予約権の数 170個)
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前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 16.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16.73円
　

１株当たり四半期純利益金額 224.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 223.01円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益（千円） 1,446 19,282

普通株主に帰属しない金額(千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,446 19,282

期中平均株式数(株） 85,855 85,945

四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 629 518

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

会社法に基づく
新株予約権２種類
(新株予約権の数 250個)

会社法に基づく
新株予約権２種類
(新株予約権の数 170個)

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月８日

株式会社オウケイウェイヴ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　塚　　　亨　　  印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊　地　    徹      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社オウケイウェイヴの平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平

成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オウケイウェイヴ及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

株式会社オウケイウェイヴ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿　部　　　功       印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊　地　　　徹 　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社オウケイウェイヴの平成22年７月１日から平成23年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年７月１日から平

成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オウケイウェイヴ及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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